




















































































































































































































































































































































国別 仕入れ形態 投　　　資 幹　　　部
米国の百貨店 買い取り仕入れ 情報投資 女性が多い
日本の百貨店 返品仕入れ 店舗投資 男性が多い
（岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社、2001年５月、49ページと62ページから作成。）
　第１表を見ると日本の百貨店はソフトよりもハード重視の投資をしていることが判明す
る。なぜ米国のように情報投資を重視していないのかというとそれは「売れなければメー
カー・問屋への返品という仕入れ形態が多いために IT投資が後回しになった。」(35) こと
に由来する。買い取り仕入れ中心の米国の小売業は「商品管理を追求しないと利益が確保
 
（34）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，16ページ。
（35）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，62ページ。
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できない。」(36) から商品の情報管理システム化が進んでいるようである。
　また「百貨店のお客さまは８割が女性である。」(37) にも拘らず日本の百貨店は「女性店
長が少しだけというくらい。」(37) である。女性の潜在能力をフル活用していないため日本
の百貨店では婦人服の売上高が伸びないのでないだろうか。
　日本の小売流通業界で商品の情報管理が最も進んでいるのはセブン・イレブンのコンビ
ニエンス・ストアであることは広く知られており，衣料専門店のユニクロを経営している
ファーストリテイリングは日常の小売関連業務の情報化投資を重視している代表的企業で
あると評価されている。
　百貨店が凋落してしまった原因のひとつに岩瀬氏は「価格決定権を失った」ことが大き
いと言っているが，何故そうなったのか。
　現状では多くの百貨店は「ブランドを持つ問屋やメーカー」(38) から商品を仕入れ「た
だ売れるから置いている」(39) ようである。そのため「百貨店の独自性は出てこない。」(40)
という欠陥が生じている。
　競争の中で差別的優位性を発揮するには，百貨店は自分でリスクを負担した上でオリジ
ナル商品を開発することが必要となるだろう。
　オリジナル商品を開発するとなると百貨店は「商品企画，生産まで立ち入る」(41) こと
がもとめられる。そうなると素材や原料の相場から工場での生産原価までを理解すること
が不可欠となり「百貨店としていくらの売価で売る」(42) べきかが明確になる。
　つまりオリジナル商品というプライベート商品を開発することになれば，百貨店は「競
合するマーケットにおける値段まで十分に勉強する。原価計算できる，商品の原価を組み
立てられる」(43) 従業員を増強しながら，「流行など世界の流れを十分理解して，商品に対
する価値を決めていく」(44) こともできるというわけである。百貨店が価格決定権を取り
戻す条件は百貨店の独自性を顧客に強くアピールできるプライベートブランドの開発に積
極的に取り組むことだということになろう。
 
（36）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，60ページ。
（37）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，49ページ。
（38）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，25ページ。
（39）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，25ページ。
（40）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，25ページ。
（41）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，27ページ。
（42）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，27ページ。
（43）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，28ページ。
（44）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，28ページ。
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　岩瀬氏の言葉を借りれば「メーカーが企画しないものを小売業自らのリスクで素材まで
踏み込んで物作り」(45) を百貨店が実施すべきなのである。かつての三越は「商品作りは
売場でやっていた。」(46) という事実がある。
　現在の日本の百貨店の多くはスーパーブランドのエルメス，ティファニー，ルイ・ヴィ
トンなどのテナントをインショップ形式で集積させ「華やかさを演出」(47) しているが，
「ティファニー，ルイ・ヴィトンを買うと，他の売場には目もくれないで帰るお客さまも
少なくない。」(48) のが実態である。
　日本の百貨店がその独自の個性を顧客にアピールしたいのであれば，欧米の人気スー
パーブランドで集客力をアップさせるだけでは収益を回復させる上で限界があるだろう。
スーパーブランドの集積で表面的な魅力度アップに努力しても，スーパーブランドの品揃
えが他の売場の売上高の増加に直接結びつかないという事実を多くの百貨店は受け入れよ
うとはしていないのである。他力本願で客足を増やすことができても，自らの個性の発揮
に結びつき顧客を引きつけられるような商品を自主開発することができなければ売場の輝
きは取り戻せないのではないだろうか。
Ⅳ　現状打開策
　100年に１度の金融危機と経済危機の結果，世界は同時不況の中で危機突破の糸口を探
し求めている。製造業も小売業も急激な需要の減少に直面している。
　メーカー各社は在庫調整と従業員の雇用調整で急場を切り抜けようとしている。輸出依
存成長型のメーカーは国内市場の開拓に努力すると同時に海外市場の開拓にも注力してい
る。
　小売業界の中にも大手はメーカーと同様に海外進出に向けて動き始め，海外市場で勝ち
残っている場合もあれば撤退を余儀なくされている場合もある。
　内需依存型の業界の代表的な業界とも思われる小売業界の経営環境はすでに説明したよ
うに悪化の方向にある。最悪の経営環境の中に打開のチャンスを発見し，収益改善の策を
創案した上でそれを実践しなければ現状維持でさえ困難さを増すばかりであろう。
　では小売業が与えられた経営環境の下で収益を上げながら生き残るためにはどのような
ことを実行したらよいのだろうか。
 
（45）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，80ページ。
（46）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，80ページ。
（47）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，46ページ。
（48）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，45ページ。
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　鈴木氏と岩瀬氏が共通して重視している点に注目すると両者は共に小売業の中核的機能
として「品ぞろえ」を挙げている。特に岩瀬氏はメーカーや問屋から商品を仕入れて売場
に並べ，売れ残ったら仕入れ先に返品するような無責任な営業を続けていては現状を打開
できないと指摘していた。
　メーカーの作ったナショナルブランド商品や問屋の勧める商品を仕入れることで売場の
にぎわいを演出することはどの小売店でもやれそうである。メーカー品と問屋の商品の組
み合わせで顧客を店に引きつけ購入を促すやり方は模倣が簡単で他店との長期的な差異化
は難しいと思われる。
　競合店の売場には置かれていない商品，競合店が販売することができない商品を自店が
品ぞろえすることで差をつけなければ競争優位性を持続できないであろう。
　他店との差異化の有力な商品となると小売業者が自主的に商品を企画してそれを売場で
販売するということになる。
　自主企画商品（プライベートブランド品）を差異化の方法として選択すればその商品は
返品できない。返品できないというリスク商品を増やすことで収益の改善と差異化を追求
することが小売業の現状打開策のひとつとなる。
　1973年の第１次石油危機がきっかけで発生した狂乱物価という課題をイオンの岡田卓也
氏はどのように解決したのだろうか。
　岡田氏によると「異常な時代だったが，小売業でも価格引き下げのためには，自ら商品
開発に踏み込む必要があると痛感した。」(50) という。
　何を自主開発したのだろうか。イオングループの総合スーパー，ジャスコは「当時最高
の売れ筋商品だった」(51) 日清食品のカップラーメンの代替商品「Ｊカップ」を日清食品
以外の「メーカーと組み，商品開発に乗り出した。」(52) のであった。ジャスコ自主企画商
品第１号のカップラーメンである定価85円のＪカップはヒットし，この商品開発がきっか
けでジャスコは「メーカー」から「価格決定の主導権」(53) を奪うことができたというこ
とである。
　したがってプライベートブランド品（＝自主企画商品）は小売業にとって次のようなメ
リットがある商品である。
 
（49）岩瀬敬一朗著「百貨店に明日はない」実業之日本社，2001年５月，80ページ。
（50）岡田卓也著「小売業の繁栄は平和の象徴」日本経済新聞社，2005年３月，103ページ。
（51）岡田卓也著「小売業の繁栄は平和の象徴」日本経済新聞社，2005年３月，99ページ。
（52）岡田卓也著「小売業の繁栄は平和の象徴」日本経済新聞社，2005年３月，101ページ。
（53）岡田卓也著「小売業の繁栄は平和の象徴」日本経済新聞社，2005年３月，101ページ。
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　（１）　価格を自主的に決定できる。
　（２）　メーカー品よりも安く商品化できる。
　（３）　売れ筋商品をプライベート化すれば売れ残りのリスクを低減することができる。
　（４）　ヒットすれば収益改善に寄与する。
　（５）　競争相手の店と商品開発で差異化ができる。
　セブン・アイグループの会長である鈴木氏は「どれだけ差別化ができるか」(54) は「な
にもむずかしいことではなく，いかにお客様の立場に立った商品開発，販売，品ぞろえが，
きちんとできているかということです。」(55) と述べている。
　つまりライバルとの差異化ないし差別化は顧客重視型商品開発の努力次第ということに
なる。
　また最近では「消費者の節約志向」と「環境意識の高まり」は家具，アパレル関連品，
テレビや冷蔵庫などの「リサイクル品への抵抗感」を崩壊させる影響力を持ち始めている。
　ところで売上高と利益が共に急減している大手流通企業のイオンは最近次のような方法
で収益の改善を図ろうとしている。(56)
　（１）　約30万品目の商品を約18万品目に絞る。
　（２）　PB品の「トップバリュー」を増やす。
　（３）　売れ筋のメーカー品に絞る。
　（４）　メーカーから直接仕入れる。
　コンビニのサークルＫサンクスは「メーカー品であれば百四十五円のウーロン茶と緑茶
について，百円のプライベートブランド（PB＝自主企画）商品を売り出す。」(57) ことで
集客力のアップに努めている。
　「ファッションセンターしまむら」という店名で低価格の衣料品を販売している専門店
しまむらは「機能性強化や大量発注による原価低減しやすい PB商品の拡充で衣料品販売
をてこ入れする。」(58) ことを計画している。
　したがって近頃の日本の消費者の需要は「単価の安い商品に需要がシフトしている。」(59)
という現実の課題に対する解決策としてコンビニ，女性衣料専門店，総合小売企業のいず
 
（54）緒方知行編「鈴木敏文　商売の原点」講談社，2003年11月発行，141ページ。
（55）緒方知行編「鈴木敏文　商売の原点」講談社，2003年11月発行，141ページ。
（56）日本経済新聞，平成21年３月19日付朝刊
（57）日本経済新聞，平成21年３月26日付朝刊
（58）日本経済新聞，平成21年３月26日付朝刊
（59）日本経済新聞，平成21年３月26日付朝刊
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れも PB商品開発が有効な策だと考えているようである。
　日本の消費者の「富裕層から普通の主婦まで買い控えが広がり，食品，衣料品，高級ブ
ランド品など幅広い商品に値下げが及んでいる。」(60) ことを理解し始めた百貨店は消費不
振，消費低迷の打開策としてどのような方策を講じようとしているのだろうか。
　日本の「百貨店業界は昨年末以降，高額品の顧客離れなどで一割前後の減収が定着」(61)
している。また「中期的にも人口減少などで百貨店の新規出店が難しい」(62) という問題
に直面している。
　売上高の減少に歯止めのかからない電鉄系の京王百貨店は「売れ筋をベースにしながら，
新宿店の商品に比べて価格が四割ほど安い PBを新たに開発する。」(63) 準備にとりかかっ
ており，「機動的に出退店できる SC内店舗」の多店舗化で収益の回復を図ろうとしている。
　業績の悪化から脱出し，「増収策を探る動き」(64) が活発化している百貨店の解決策は次
の２点に絞り込まれている。
　（１）　売れ筋メーカー品の PB化。
　（２）　SCへの多店舗化。
　京王百貨店のような「中堅百貨店の生き残り戦略」(65) としての SCへの出店は「百貨
店の顧客以外の開拓も狙う。」(66) 目的がある。
　SCへの出店は「高島屋や大丸などの大手百貨が食品に特化した店舗を出している。」(67)
ように最近の際立った共通の傾向のようである。
　「日本百貨店協会がまとめた二〇〇八年の全国百貨売上高は前年比四・三％減（既存店
ベース）の七兆三千八百十三億円。」(68) であった。この協会の発表から判断すると SCへ
の多店舗化は既存店の減収を補うためのひとつの成長戦略であるようだ。
　また大手百貨店は開店時間の繰り下げと閉店時間の繰り上げによって「売り上げ増を見
込みにくい時間帯」(69) の人件費と光熱費を合理的に節約する工夫をしている。
 
（60）日本経済新聞，平成21年３月26日付朝刊
（61）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（62）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（63）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（64）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（65）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（66）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（67）日本経済新聞，平成21年３月31日付朝刊
（68）日本経済新聞，平成21年３月12日付朝刊
（69）日本経済新聞，平成21年３月12日付朝刊
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　カジュアル衣料専門店「ユニクロ」が秋冬用肌着として開発した PB商品「ヒートテッ
ク」は2008年度内で約2800万枚を販売した。定価1000円前後の価格は値ごろ感があったの
か空前のヒット商品になった。
　肌着ヒートテックが暴発的に売れたのは偶然ではなく，繊維メーカーの東レと共同で素
材を開発した努力の成果であった。
　すなわち「提携関係にある東レと繊維一本から理想の商品を追う。」(70)姿勢を貫き，「〇三
年以来，毎年のように進化させている。」(71) ことがヒットに結びついている。
　理想的な肌着のヒートテックが発熱性保温肌着に到達するまでの品質改良進化のプロセ
スは次のようであった。(72)
　第１段階：04年に抗菌機能を追加。
　第２段階：07年に保湿性を高める。
　第３段階：08年に軽量化。
　上記のように改良，改善の努力の積み重ねがあって軽くて温かい理想的な発熱性保温肌
着が誕生している。単純なメーカーとの共同開発，共同企画ではヒットする PBは生まれ
て来ない。素材まで遡って小売業者がメーカーと共同開発をしなければ大ヒット PB商品
は世に出ることはなかったように思われる。
Ⅴ　まとめ
　コンビニの原型はアメリカで開発されたが，収益力のあるビジネスモデルに仕上げたの
は日本であった。日本型コンビニを世界標準にまで完成度を高めた功労者の鈴木氏，日本
を代表する百貨店三越の元幹部であった岩瀬氏およびイオングループの成長基盤を築き上
げた岡田氏の３者に共通する意見を要約すると，小売業の最重要機能は「品ぞろえ」であ
ると結論づけられるようである。
　さらに他社との差異化を決定づける品ぞろえに欠くべからざる商品は PB商品であると
強調している点も上記３者に共通している。
　返品できない PB商品は売れ残りのリスクを小売業者が背負わなければならない高リス
ク商品である。そのリスクはメーカーの売れ筋商品を PB商品化すれば低減できそうであ
る。
 
（70）日本経済新聞，平成21年４月１日付朝刊
（71）日本経済新聞，平成21年４月１日付朝刊
（72）日本経済新聞，平成21年４月１日付朝刊
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　メーカーの売れ筋商品の PB商品化開発に成功しても鈴木氏が主張するように店内を清
潔に保ち，フレンドリーな接客で顧客に PB商品を販売しなければ多額なコストと多大な
時間をかけて PB商品を開発してもヒット商品に育つことはないようである。
　100％ PB 商品を陳列させ店内の魅力度向上に細心の注意を払っているユニクロの経営
者柳井正氏は伝統的な小売業のビジネスモデルである仕入れた商品をそのまま付加価値を
追加することもなく販売するやり方を全面的に見直し，製造小売業という革新的ビジネス
モデルを創造している。
　ハイリスクな PB商品製造小売業をローリスクにするためには「素材の段階から繊維
メーカーとの研究開発に汗をかく」覚悟が求められることになる。「消費不況の逆風下」(73)
という最悪の経営環境の中で「進化を続ける安さが顧客をとらえて離さない。」(74) 魅力が
ある「ユニクロはニューヨークのタイムズスクエア」(75)で PB商品のヒートテックをニュー
ヨーカーに4000着無料で手渡したという。
　柳井正氏は「需要をつくり出せないなら，売れないのは当然」（76）と発言しているように、
需要創造に独自性を発揮できるかどうかが不況下の小売業の売上高の明暗を分けることに
なりそうである。
 
（73）日本経済新聞，「第２部グローバル化　第２の波④」，平成21年４月１日付朝刊
（74）日本経済新聞，「第２部グローバル化　第２の波④」，平成21年４月１日付朝刊
（75）日本経済新聞，「第２部グローバル化　第２の波④」，平成21年４月１日付朝刊
（76）日本経済新聞，「いまどきの売れ筋　㊤」，平成21年３月26日付朝刊
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